
2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

　本授業では、学校のカリキュラム全体を見通す視野を獲得するた
めに、まず、学習指導要領の基本構造やカリキュラム編成の基本原
理及びその手続きについて解説する。次に各教科の単元計画を構想
する。単元目標を達成するために各授業をどのように関連させて単
元を構想するのかを学ぶ。さらに、先進的なカリキュラムを開発・
実施している学校へのフィールドワークを実施し、その結果を踏ま
え、「キャリア教育」「国際理解教育」「伝統文化」「スーパーサ
イエンスハイスクール（SSH）」などの総合的な学習の時間を核とし
たカリキュラム開発をいかに進め、いかにマネジメントしていくの
か、多角的に事例研究を行う。これらの知見を活かし、カリキュラ
ム開発の基本的力量を形成する。現職教員院生については、勤務地
域の実態や勤務校での実践に基づき、より改善された総合的な学習
の時間を核としたカリキュラムを開発し、マネジメントしていくた
めの力量の獲得を目指す。

　本授業は15回の授業を研究者教員と実務家教員のＴＴで実施す
る。研究者教員は、授業全体のコーディネートと成績評価及び、理
論的解説を行う講義部分を主に担当する。実務家教員は、フィール
ドワークを主に担当するとともに、授業全般にわたり実務経験者の
立場から適宜コメントを行なう。

・学習指導要領の基本構造やカリキュラム編成の基本原理を理解す
る。
・学校教育全体の中でカリキュラムを考える視野を獲得する。
・各教科の単元を構成し、授業を効果的に位置づけることができ
る。
・新しい学校教育内容領域の基本的な考え方やカリキュラム開発上
の課題を理解する。
・学校の実態に応じた特色あるカリキュラムを開発し、適切にマネ
ジメントしていくための基本的な力量を獲得する。
・現職教員院生は、勤務地域の実態や勤務校での実践に基づき、カ
リキュラムマネジメントの視点を加味しながら、より改善された
「総合的な学習の時間」を核としたカリキュラムを開発することが
できる。

授業デザインの理論と方法

　授業は単に教育技術的な観点からのみデザインされるものではな
い。教育工学的なインストラクショナルデザイン、全ての児童生徒
が授業に主体的、協働的に参加できる授業づくり、アクティブ・
ラーニングを取り入れた授業デザインなど、広狭さまざまなデザイ
ンが含まれるほか、教師としての「在り方」も授業を実践する際に
は大きく影響する。今後はこれらの視点に基づきながら、児童生徒
の思考力の育成を狙った授業を開発していく必要がある。
　本授業は、上記の視点を踏まえ、教師が主体的に授業をデザイン
していける力量の形成をねらう。その際、免許取得教科にとらわれ
ることなく、多様な教科、総合的な学習の時間、特別活動、道徳の
時間、また今日的で教科横断的な教育課題についても取り上げる。
また授業をはじめとする教育実践におけるICTを含む教材の効果的な
活用についても配慮しつつ、それぞれにおける授業デザインのあり
方を探求することを通して、教師に求められる幅広い見識を培う。
さらに、授業分析の手法を知ることによって、効果的な授業検証が
できるようにする。

　本授業は15回の授業を研究者教員と実務家教員のＴＴで実施す
る。研究者教員は、授業全体のコーディネートと成績評価及び、理
論的解説を行う講義部分を主に担当する。実務家教員は、模擬授業
を主に担当し、実務経験者の立場からコメントする。
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

授業デザインの理論と方法

・授業デザインについての基本的な構造を理解する。
・魅力的な授業をデザインすることができる。
・授業分析の手法を知り、他者の授業を効果的に分析することを通
じて、自らの実践力量を向上することができる。
・現職教員院生は、自らの実践を振り返り、自身の授業をベースと
しながら新しい授業デザインすることができる。

　本授業では、児童生徒の学びの側から、教育方法と学習の理論に
ついて考え、それらを学校現場での実践に結びつけて検討する。は
じめに、学習をどのようにとらえるかに関する諸理論を検討する。
次に、授業における児童生徒の行動や認知について、発達段階を考
慮しつつ事例をもとに考え、さらにコミュニティの中での学びの意
義を考える。また学校でのフィールドワークを経て、自律し仲間と
ともに学べる学習者に育てる教育方法、学習活動において困難のあ
る児童生徒への支援策について具体的に考える。現職教員院生につ
いては、これまでの授業実践経験を意義づけまた省察する機会とし
たい。

　本授業は15回の授業を研究者教員と実務家教員のＴＴで実施す
る。研究者教員は、授業全体のコーディネートと成績評価及び、理
論的解説を行う講義部分を主に担当する。実務家教員は、フィール
ドワークを主に担当するとともに、授業全般にわたり実務経験者の
立場から適宜コメントを行なう。

・学びのメカニズムについて、本授業で言及された諸理論に基づ
き、具体例をあげて説明できる。
・学校で生じる教育方法・学習上の諸問題について、その援助策を
提案できる。
・現職教員院生は、これまでの教授活動の経験について、本授業で
言及される諸理論により意義づけや省察ができる。

　本授業では、初めに教育現場に立脚した臨床教育の展開につい
て、臨床教育学創生の背景と理論について理解を深めていく。次
に、いじめ、不登校、児童虐待など、実際に教育現場で起きている
様々な課題に対して、社会、学校、家庭、個人の視点から総合的に
捉え直し、その解決に向けた実践のあり方について検討していく。
具体的な実践の方法として、ケース・カンファレンス、専門機関と
の連携など、学校内外に開かれた支援ネットワークの形成を通した
アプローチについて、事例研究とフィールドワークを通して検討
し、児童生徒の理解と課題解決に向けた実践力を高めていく。現職
教員院生は、これまでの実務経験を振り返り、自らの実践力のさら
なる高度化を目指す。

　本授業は15回の授業を研究者教員と実務家教員のＴＴで実施す
る。研究者教員は、授業全体のコーディネートと成績評価及び、理
論的解説を行う講義部分を主に担当する。実務家教員は、フィール
ドワークを主に担当するとともに、授業全般にわたり実務経験者の
立場から適宜コメントを行なう。

・臨床教育学創生の社会的、教育的背景と理論の展開について理解
を深めることができる。
・臨床教育の実践的課題の背景について、社会、学校、家庭、個人
の視点から、フィールドワーク等通して、理解を深めることができ
る。
・いじめ、不登校、児童虐待等の実践的課題に対する取り組みにつ
いて、ケース・カンファレンス等を通して、児童生徒理解を深めな
がら、実践を展開していくための理論を理解し、実践力を高めるこ
とができる。
・現職教員院生は、これまでの実務経験を振り返り、自らの実践力
のさらなる高度化を目指す。
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

　学校教育を含むグローバルな社会変革に直面している今日、「生
徒指導」と「教育相談」をめぐる価値観の大きな転換期にある。本
授業では、今日的な生徒指導上の諸課題を共生社会の形成に向けて
の課題として捉え、日常の学級づくりや各教科の授業における一次
的援助サービス（ユニバーサルデザイン等）から、個別対応や校内
外の専門職との連携が重要になる三次的援助サービスまでを視野
に、多面的・多角的な児童生徒理解・アセスメントの視点ととも
に、対話と合意形成を軸とする合理的配慮の提供及び学級集団全体
への指導・支援等のプランニングとその実践に必要な力量の高度化
を目指す。「生徒指導」「教育相談」と特別支援教育や人権教育等
の視点を融合した総合的な実践力の獲得のため、フィールドワーク
や少人数グループによるディスカッションを中心とした学習を進め
る。

　本授業は15回の授業を研究者教員と実務家教員のＴＴで実施す
る。研究者教員は、授業全体のコーディネートと成績評価及び、理
論的解説を行う講義部分を主に担当する。実務家教員は、フィール
ドワークを主に担当するとともに、授業全般にわたり実務経験者の
立場から発展的課題の提示等を行う。

・児童生徒理解に関する理論とその実践に必要な具体的方法につい
て挙げることができる。
・｢生徒指導｣「教育相談」及び関連諸領域における基礎的な理論・
概念等を深く理解し、生徒指導上の諸課題をはじめとするさまざま
な場面における有効な指導・支援の方法を挙げることができる。
･｢生徒指導｣「教育相談」と特別支援教育等の関連性、校内外におけ
る多職種連携を実践的に理解し、さまざまな場面での｢チーム支援」
を組織する方法を挙げることができる。
・現職教員院生は、生徒指導・教育相談で重要となる｢聴く力」｢語
る力｣などの実践力を獲得する。
・現職教員院生は、チームの中心としてコーディネートするための
総合的な実践力を獲得する。

　学校マネジメントが、教育基本法や学校教育法に明示された教育
の目的・目標、学校教育の目的・目標を達成するために、限られた
経営・教育資源をいかに掘り起こし、活用し、結合させていくのか
についての理論と実践であることを、各種の文献や学校現場での実
践を通して学ぶことを重視する。学部新卒院生は、学校での勤務経
験がないため、主に文献研究により特定の学校における学校マネジ
メントによる学校改善の事例分析を行う。現職教員院生は、自己の
勤務校でのマネジメント計画を立案し、学校改善の事例分析を行
う。授業方法は、講義と受講生の発表・協議を併用する。

・教育基本法や学校教育法に明示された教育の目的・目標、学校教
育の目的・目標を理解する。
・学校マネジメントの理論学習と実践の意義とその重要性について
理解する。
・学校マネジメントを行なうために、限られた経営・教育資源をい
かに掘り起こし、活用し、結合させていくのかについて理解する。
・各種の学校マネジメントの文献研究により自己の学校マネジメン
ト理論を立論できる。
・現職教員院生は、学校マネジメント理論を勤務校においてどのよ
うに活用し学校改善を図るのかを立案できる。
・現職教員院生は、可能であれば自ら立案した学校マネジメント案
の一部を実践し、理論との往還を図ることによりマネジメント理論
を身体化することができる。
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

　公立学校（とくに小中学校）における特色とは何か考察したうえ
で、それが就学校指定を前提としている限り（学校選択制を導入し
ない限り）、特色化には制約があること（すなわち特色化とは主に
地域性の教育課程化であること）を解説する。したがって、公立学
校における特色化とは、通常は、主として、地域住民が恒常的に学
校運営及び教育活動に参加することにより、地域の教育資源をいか
に学校の教育課程内外に取り込むかを考察し実践することであるこ
とを学習する。一方、特色ある学校づくりに取り組む私立学校の事
例を検討する。私立学校は各校の創立理念のもとづいた個性的な教
育が可能である。しかし、受験生を獲得は必須の条件であり、創立
理念と現実との擦り合わせをどのように図り、特色ある学校づくり
を行うのかが課題となる。このような現実のなかで特色化に取り組
む公立学校、私立学校、それぞれの先進的事例を学習することを通
して、特色ある学校づくりの方法についての理解を目指す。現職教
員院生の場合には勤務校での特色づくりを企画し発表する。さら
に、小規模特認校制度における特色ある学校づくりについても学習
する。

・特色づくりの事例研究を通して、公立小・中学校及び私立学校に
おける特色づくりの可能性と制約について正確に理解することがで
きる。
・地域の教育資源を掘り起こす視点と保護者の期待に沿った教育を
行う視点、それらを学校教育活動に反映させる方法を獲得すること
ができる。
・小規模特認校制度の教育的意義と課題が認識できる。
・現職教員院生は、公立小・中学校、私立学校における特色づくり
の可能性と制約について正確に認識し、勤務校における特色づくり
を企画することができる。

　学校教育をめぐる社会的な価値観の転換期にある今日、共生社会
の形成に向けて、コミュニティとしての学級集団のあり方が問われ
ている。本授業では、生徒指導・教育相談等に関する今日的課題の
解決や未然防止の前提となる一次的援助サービスの高度化を目指
し、日常の学級づくりを軸とした実践的力量の獲得を目指す。各教
科等の授業における学習集団づくり、特別活動における学級活動・
学校行事、参加型民主主義に基づく自治活動のあり方等を切り口と
して、多様な児童生徒間での相互承認を可能にする関係づくり、合
理的配慮及びユニバーサルデザインをはじめとするクラスワイドな
支援等、児童生徒一人ひとりが社会の主体的な形成者として成長す
るための実践に必要な力量の高度化を目指す。総合的な実践力の獲
得のため、フィールドワークや少人数グループによるディスカッ
ションを中心とした学習を進める。

・多様な児童生徒から構成される学級集団の今日的課題を理解し、
児童生徒のさまざまな学習活動及び自治活動を促進する指導・支援
方法を提案することができる。
・多面的・多角的な児童生徒理解に立脚し、家庭との連携及び保護
者の支援について、その構築方法を提案することができる。
・ニーズに応じて校内外の多職種連携に基づく｢チーム支援」を生か
しながら、学級づくりを進める意義と必要性について説明できる。
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

　急速に変化する現代社会の特色及び教育課題の概要を理解し、と
くに学校と教師の社会的役割を検討するとともに、臨床教育、教育
方法・学習科学、国際教育といった視点から現代の学校教育とそこ
で勤務する教師の課題を探究する。また、現代の学校や教師の課題
を的確に捉え、効果的な教育実践を行うための「理論と実践の往
還」の方法について検討する。さらに、実践の特色や課題を捉え、
表現する方法を理解する。本授業の成果として、現代の学校教育や
教師の特色を的確に捉えた上で、自らの教育実践を高度なものとす
る方法を学ぶ。

・現代社会の特色を踏まえて、現代的教育課題の概要を理解する。
・現代の学校や教員の社会的役割について理解する。
・学校の特色、教育実践の本質を捉え、教員として効果的な実践を
行うための「理論と実践」を往還させる方法を理解する。
・現代の学校教育や教員をめぐる課題を踏まえ、その中で、より高
度な実践を行うための課題を把握し、表現することができる。
・現職教員院生は、これまで勤務した学校の実践を振り返り、その
特色や課題について的確に説明することができる。

　本授業では、現代の学校が抱える課題と求められる教師像を明ら
かにし、その対応を考察する。教師像の史的変遷、教師の専門性、
教師の具体的な職務、教育法規と職務、内外の連携など、現代の教
師に求められる力量を明らかにするとともに、現代を生きる教師と
して自らの教育実践を円滑に遂行するための方途を考察する。現職
教員院生は自己の教育実践体験をもとに、自己の教育実践を省察す
る機会にするとともに、学部新卒院生に対する問題提起をする役割
を果たす。また、子どもの貧困、教育の情報化、危機管理等、現代
の学校が抱える課題について、どのように対処していくのかを学部
新卒院生と現職教員院生が協働して考察・発表する。連携教育委員
会からゲストスピーカーを招聘し、各地域の求める教師像について
聞く機会を設ける。

・現代の学校が抱える課題と教師像を理解できる。
・学校教育や教師への期待や要望を、自らの教育実践に反映させる
方策を明らかにすることができる。
・自らが目指す教師像・学校の姿について明確な姿をイメージする
ことができる。
・現職教員院生は、自己のこれまでの教育実践のありようを省察し
て、「理想」ではなく「現実」に何を改善するのか、何が改善でき
るのかを明確にできる。

共
通
基
本
科
目

第
５
領
域
　
学
校
教
育
と
教
員
の
在
り
方

現代の学校・教師と教育実
践Ａ

現代の学校・教師と教育実
践Ｂ
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

　帰国児童生徒や外国人児童生徒の教育、小学校における外国語活
動の導入、グローバル人材養成、持続可能な開発のための教育
（ESD）の普及など、国際化時代においては、内的、外的な様々な要
因の絡み合いによって、新しい教育課題が表出し、国際教育の果た
す役割が大きくなっている。本授業では、ユネスコや日本における
国際教育の歴史的展開、国際教育の基本的考え方や枠組み、先駆的
実践の事例研究等を通して、現代の初等教育、中等教育における国
際教育の実践上の課題を探究し、国際教育についての深い理解と実
践的指導力の向上を目指す。現職教員院生については、勤務地域の
実態や勤務校での実践事例にもとづき、より改善された国際教育の
プログラム開発を目指す。

　本授業は15回の授業を研究者教員と実務家教員のＴＴで実施す
る。研究者教員は、授業全体のコーディネートと成績評価及び、理
論的解説を行う講義部分を主に担当する。実務家教員は、フィール
ドワークを主に担当するとともに、授業全般にわたり実務経験者の
立場から適宜コメントを行なう。

・国際教育の歴史的変遷及び基本原理を理解する。
・国際教育の実践枠組みと特徴を理解することができる。
・学校教育における国際教育の実践上の課題を理解することができ
る。
・自らの視点で国際教育の授業を企画・組織し、実践する力量を獲
得することができる。
・現職教員院生は、勤務校の実態や実践事例に応じた、より高度な
授業モデルを開発する力量を獲得することができる。

　教職専門研修では、学習指導、生徒指導、学級指導、課外活動支
援などの活動や、学校行事への参加、可能な範囲での校務分掌への
関わりなど、現実の学校現場での教員の仕事を全般的な実習を行う
ことで、教員に求められる総合的な実践的指導力を獲得することを
目指す。
　「教職専門研修１」では、自らが実習を行う連携協力校の児童生
徒、学習指導、学校運営等の実態を把握し、大学院で履修した共通
基本科目等の学習内容を踏まえて、自己の研鑽課題や、二年次の
「教職専門研修２」（現職教員院生は、「教職専門研修３」又は
「教職専門研修４」）において取り組みたいテーマを明らかにす
る。
　教職専門研修の履修が一部免除となる現職教員院生を除き、原則
として、一年次に、およそ15日間（105時間）の実習を行う。
学部新卒院生は、連携協力校で実習を行い、児童生徒への学習指
導、生活指導、特別活動などに、T1、またT2として関わりながら、
教員としての力量のさらなる高度化を目指す。現職教員院生は、勤
務校、または勤務校以外の連携協力校で実施し、自らの実務経験を
省察し、実習校での実践自体を客観化させながら、大学院及び実習
校での指導教員の指導のもとで取り組む研究課題を明らかにするこ
とを目指す。

・自らが実習を行う連携協力校の児童生徒、学習指導、学校運営等
の実態を的確に把握できる。
・学校の実態及び大学院で履修した共通基本科目等の学習内容を踏
まえて、適切な実習計画を作成することができる。
・自らの「研修計画」を確実に遂行することができる。
・およそ15日間（105時間）の実習を通して、自己の研鑽課題や、二
年次の実習において取り組みたいテーマを明らかにすることができ
る。

共
通
基
本
科
目

第
６
領
域
　
国
際
教
育
（

独
自
領
域
）

国際教育の理論と方法

専
門
実
習
科
目

教職専門研修１
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

　教職専門研修では、学習指導、生徒指導、学級指導、課外活動支
援などの活動や、学校行事への参加、可能な範囲での校務分掌への
関わりなど、現実の学校現場での教員の仕事を全般的な実習を行う
ことで、教員に求められる総合的な実践的指導力を獲得することを
目指す。
　「教職専門研修２」では、教員の業務を幅広く実習することを通
して、教員に必要な力量を総合的に高めることを目指す。また、
「教職専門研修１」において、自己で定めた実習課題を、「教育実
践高度化演習１」で深めているため、その内容について、実践の中
で探究し、課題克服のための実践方法について明らかにしていく。
　「教職専門研修２」は、原則として、二年次の学部新卒院生の全
員を対象として、連携協力校において、４月上旬から、35日間（245
時間）の実習を行う。また、「教職専門研修１」と同様に、児童生
徒への学習指導、生活指導、特別活動などに、T1、またT2として関
わりながら、教員としての力量の高度化、実習課題の解明を目指
す。

・「教職専門研修１」において自己で定めた実習課題を、「教育実
践高度化演習１」で深めた上で、連携協力校の実態に即して実施可
能な実習計画を作成することができる。
・連携協力校が抱えている教育課題を踏まえて、自らの教育実践上
の課題を解決する方法を研究開発し、実践の場で検証することがで
きる。
・教職の専門性を高めるとともに、自己省察能力とコミュニケー
ション能力をより高める。
・大学院での科目履修において修得した専門知識と、実務的経験で
の実践とを融合させ、総合的に教育実践力を高めることができる。
・およそ35日間（245時間）の実習を通して、自らの教育実践上の課
題を「教育実践探究論文」において検証する準備ができる。

　教職専門研修では、学習指導、生徒指導、学級指導、課外活動支
援などの活動や、学校行事への参加、可能な範囲での校務分掌への
関わりなど、現実の学校現場での教員の仕事を全般的な実習を行う
ことで、教員に求められる総合的な実践的指導力を獲得することを
目指す。
　「教職専門研修３」は、現職教員院生用の科目として開講するた
め、勤務校、または勤務校以外の連携協力校で実施する。実習校の
研究課題と自己の研究課題を結びつけた高度な研究テーマを設定
し、そのテーマについて、140時間の実習を通して探究し、明らかに
する。
　また、「教育実践高度化演習１」で深めた研究課題に即して、実
践の中で探究し、課題克服のための実践方法について明らかにして
いく。「教職専門研修１」（３単位：105時間）を履修した現職教員
院生は、「教職専門研修１」での経験を踏まえて、研究課題を設定
する。

・「教育実践高度化演習１」で深めた課題について、実習校の実態
に即して実施可能な「研修計画」を作成することができる。
・実習校が抱えている教育課題を踏まえて、自らの教育実践上の課
題を解決する方法を研究開発し、実践の場で検証することができ
る。
・教職の専門性を高めるとともに、自己省察能力とコミュニケー
ション能力をより高める。
・大学院での科目履修において修得した専門知識と、実務的経験で
の実践を融合させ、総合的に教育実践力を高めることができる。
・140時間の実習を通して、「教職専門研修４」につなげる、適切な
テーマを見出すことができる。

専
門
実
習
科
目

教職専門研修２

教職専門研修３
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

　教職専門研修では、学習指導、生徒指導、学級指導、課外活動支
援などの活動や、学校行事への参加、可能な範囲での校務分掌への
関わりなど、現実の学校現場での教員の仕事を全般的な研修を行う
ことで、教員に求められる総合的な実践的指導力を獲得することを
目指す。
　「教職専門研修４」は、現職教員院生用の科目として開講するた
め、勤務校、または勤務校以外の連携協力校で実施する。実習校の
研究課題と自己の研究課題を結びつけた高度な研究テーマを設定
し、そのテーマについて、105時間の実習を通して探究し、明らかに
していく。また、「教育実践高度化演習１」で深めた研究課題に即
して、実践の中で探究し、課題克服のための実践方法について明ら
かにしていく。
　本科目では、自らの研究課題を「教育実践探究論文」としてまと
めていくことを念頭に、実習において課題の探究を進めていく。
　「教職専門研修１」（３単位：105時間）や「教職専門研修３」
（４単位：140時間）を履修した現職教員院生は、履修済みの実習に
おける研究課題の推進状況に応じて、研究課題の深まりや進展の程
度を勘案して、適切な研究課題を設定する。

・「教育実践高度化演習１」で深めた課題について、実習校の実態
に即して実施可能な「研修計画」を作成することができる。
・実習校が抱えている教育課題を踏まえて、自らの教育実践上の課
題を解決する方法を研究開発し、実践の場で検証することができ
る。
・教職の専門性を高めるとともに、自己省察能力とコミュニケー
ション能力をより高める。
・大学院での科目履修において修得した専門知識と、実務的経験で
の実践を融合させ、総合的に教育実践力を高めることができる。
・105時間の実習を通して、自らの設定した研究課題を「教育実践探
究論文」において検証する準備ができる。

　本授業では、学校における児童生徒、さらには教師のメンタルヘ
ルスについて、心身の発達について考慮しつつ、ストレスや不適応
の理論等から理解するとともに、それらを学校現場での応用に結び
つけて検討していく。また、児童生徒や教師のアンガー・マネジメ
ント、ネット環境におけるストレス、発達障害のある児童生徒のス
トレス、災害とストレスなど、学校現場で必要になってくると思わ
れるメンタルヘルス上の諸問題について実践的に検討したい。現職
教員院生については、これまでにかかわってきた児童生徒の事例に
ついて、本授業で言及された諸理論に基づいて解釈するようにした
い。

・学校におけるメンタルヘルスの諸問題について、本授業で言及さ
れた諸理論に基づいて説明できる。
・学校でのメンタルヘルスにかかわる諸問題について、その援助策
を提案できる。
・現職教員院生は、これまでにかかわってきた児童生徒の事例につ
いて、本授業で言及された諸理論に基づいて解釈できる。

生徒指導上の諸課題の理解
とその対応

　児童生徒の「問題行動」等をはじめとする生徒指導上の諸課題
は、その捉え方や定義が時代とともに変遷しており、近年は多様か
つ複雑な背景要因にも目が向けられつつある。一方で、｢問題行動｣
等の形式的な予防・未然防止や抑圧に終始するなど、背景の理解が
伴わないまま事態を悪化させてしまうケースも少なくない。本授業
では、ケーススタディを軸としながら、背景要因を含む多面的・多
角的な児童生徒理解・保護者理解の視点を取り上げるとともに、
「いじめ防止対策推進法」をはじめとする関係法令等を踏まえた校
内外の連携による組織的対応に必要な力量の獲得を目指す。加え
て、現職教員院生は、多職種連携を視野に入れた「チーム支援」等
をコーディネートする力量の獲得を目指す。

臨
床
教
育
コ
ー

ス
科
目

コ
ー

ス
必
修
科
目

コ
ー

ス
科
目

学校におけるメンタルヘル
スの理論と実際

専
門
実
習
科
目

教職専門研修４
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

生徒指導上の諸課題の理解
とその対応

・生徒指導上の諸課題に対応するための、指導方針と具体的な対応
策を、関係法令等に基づいて提案することができる。
・ケースに応じて、｢問題行動｣等に隠された児童生徒の抱える個別
の背景や課題を見立てることができる。
・児童生徒および保護者支援のための課題を理解し、学校の外にも
開かれたチーム支援を構成する方針と具体的な対応策を立案し提起
することができる。
・現職教員院生は、連携協力校や現任校において自己課題・学校課
題を明確化し、課題解決のために応用できる総合的な実践力の獲得
を目指す。
・現職教員院生は、多職種連携を含むチーム支援等をコーディネー
トし、「支援者を支援する」力量の獲得を目指す。

　本授業では、SEL（社会性と情動の教育）の基本理念や背景の理解
を深め、教育課程への位置づけとその可能性に着目する。また、SEL
（社会性と情動の教育）の実践プログラムを指導できる力量を形成
し、児童生徒の抱える今日的課題の解決をめざす。

・SEL（社会性と情動の教育）の５つのキーコンピテンシーを理解で
きる。
・日本におけるSEL（社会性と情動の教育）の現状と課題を理解でき
る。
・ピア・サポートプログラム、ポジティブ教育、Choose Love プロ
グラム等の理解と実践方法を理解できる。
・教育現場におけるカリキュラムマネジメントができる。

　本授業では、学校における児童生徒の学びにかかわる様々な要素
の中でも、とくに学習意欲に着目し、学校現場での実践に結びつけ
て検討していく。はじめに、児童生徒の学習意欲の諸理論を紹介
し、それに基づいて実践的事例を検討する。その後、学習意欲を阻
害するものについて考えてゆく。さらに、それを踏まえて、児童生
徒の学習意欲を高めるための方策について、学習活動において困難
のある児童生徒への支援策も含めて、ワーク等も実施しつつ考えて
ゆく。現職教員院生は、これまで経験してきた事例について、本授
業で言及される諸理論により意義づけや省察をすることとしたい。

・学習意欲のメカニズムについて、本授業で言及された諸理論に基
づき、具体例をあげて説明できる。
・学校で生じる教授・学習上の諸問題について、学習意欲の観点か
ら援助策を提案できる。
・現職教員院生は、これまで経験してきた事例について、本授業で
言及される諸理論により意義づけや省察ができる。

教科横断型授業の実践と課
題

社会に開かれた教育課程の実現や探究的な学びが強化される中で、
教科横断型の学びを実現することが求められている。本授業では、
主に「国際理解教育」「シティズンシップ教育」「キャリア教育」
「環境教育」などの教科横断的な教育内容として取り上げられる教
育を事例として取り上げながら、それらの基本的な考え方，カリ
キュラム編成や教材化の視点などを概説するとともに、これらの領
域に積極的に取り組んでいる学校でのフィールドワークを行う。
フィールドワークの結果を踏まえた事例研究を行い、当該教育を実
践する際の諸課題を吟味するとともに、その対応策を検討してい
く。最後に、本授業での学びの成果を、カリキュラム案や授業案の
形で開発しながら、適切な実践をするための基本的課題や指導者に
求められる力量等についての総括討議を行う。現職教員院生は、勤
務校の状況を加味しながら、さらに地域や学校、教員集団の実態に
応じて、教科横断型の学びを実現する方法を明らかにすることを目
指す。

　
　
　
　
　
　
教
育
方
法
・
学
習
科
学
コ
ー

ス
科
目

コ
ー

ス
必
修
科
目

コ
ー

ス
科
目

臨
床
教
育
コ
ー

ス
科
目

コ
ー

ス
必
修
科
目

コ
ー

ス
科
目

学習意欲の理論と実際

SEL（社会性と情動の学習）
の実践的アプローチの現状
と課題
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

教科横断型授業の実践と課
題

・教科横断的な学びが、今後の学校教育で果たすべき意味を理解で
きる。
・教科横断的な教育内容について、その概要や基本的な方法を理解
できる。
・児童生徒や学校・地域の実態に応じて、適切な教材や学習方法を
選択し、当該領域の授業やカリキュラムを企画・組織し、展開して
いく力量を身に付ける。
・現職教員院生は、地域や勤務校の実態に基づきながら、教科横断
型の学びを実現する方法を検討し、教材開発や授業づくりをするこ
とができる。

　共通基本科目やコース科目で学修したカリキュラムの開発や編
成、教科指導に関する理論や基本的スキルを基盤とし、授業実践力
高度化のために学校現場で広く実践されている教員による校内の
「授業研究（会）」の意義と方法を体験的に学び、同僚性の中で互
いの職能を向上させる能力を身につけることを目標としている。実
際の学習指導案や授業を素材に、指導案や授業を分析・評価を行う
ことで、授業における中心課題を明らかにし、授業改善の具体的方
法を提案できることを目指している。
　フィールドワークを実施する。学習指導案を事前に検討し、授業
観察の観点を各自が明確にもった上で授業参観を行い、参観後は授
業者を交えて学習指導案の内容や参観した授業についての質疑応答
を行う。それらをもとに、本授業の中で授業研究会を開催する。
　
 本授業は15回の授業を研究者教員と実務家教員のＴＴで実施する。
研究者教員は授業研究に関わる理論的枠組みの設定や分析の視点等
を講義・演習で担当し、実務家教員は授業実践事例の分析や評価、
授業実践力向上を目指す活動を中心に担当する。

・授業力を高めるために授業研究と授業研究会が果たす意義と役割
について理解する。
・授業研究の基礎となる学習理論の変遷とそれぞれの理論の特性に
ついて理解する。
・学習指導案の分析・評価の方法や授業観察の観点の設定や授業分
析・評価のあり方について理解する。
・実際の授業について、学習指導案の分析、授業の評価、授業改善
の提案を行うことができる。
・現職教員院生は、これまでの授業研究の在り方を振り返り、自校
での授業研究をよりよいものに改善することができる。

　本授業では、国際教育の中でも開発教育に焦点を当て、学校教育
における国際教育の実践性に特に焦点を当てる。開発教育は「知
る」「考える」「行動する」という一連の教育プログラムの中で、
当事者性を高めながら公正な社会をいかにして築いていくかという
ことをねらっている。本授業では開発教育の手法を用いることで、
児童生徒が「持続可能な社会の創り手」となっていくためのさまざ
まな実践を扱う。また開発教育の実践はワークショップ型の授業が
多いため、ファシリテーターとしてのあり方を学ぶ必要がある。本
授業ではファシリテーター育成も意識した授業を展開する。

・開発途上国における子どもの実態（貧困、差別、教育格差等）に
ついて理解する。
・開発教育における多様な教育実践をすることができる。
・ファシリテーターとしてのあり方や能力を身につける。
・現職教員院生は、講義で学習した教育内容を勤務校で実践可能な
授業案として再構成することができる。

コ
ー

ス
科
目

コ
ー

ス
必
修
科
目

国
際
教
育
コ
ー

ス
科
目

授業実践の高度化と授業研
究

開発教育プロジェクトの実
践と課題

　
教
育
方
法
・
学
習
科
学
コ
ー

ス
科
目

コ
ー

ス
必
修
科
目

コ
ー

ス
科
目
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

　ユネスコが「持続可能な開発のための教育（ESD）」に取り組み、
一定の普及をみる中で、最近では、Global Citizenship
Education(GCE)の必要性が提起されている。本授業では、知識基盤
社会の中でも着目されている「グローバル・シティズンシップ教
育」について、その基本的考え方や実践のあり方について検討して
いく。「シティズンシップ教育」の歴史的展開、日本及び諸外国の
実践事例の検討なども含めて、ポストESDの時代における「グローバ
ル・シティズンシップ教育」のあり方について多角的に検討し、受
講生が、自らがその実践者となるべく、必要な力量の形成を目指
す。

・シティズンシップ教育の歴史的変遷を理解する。
・国際教育（国際理解教育）及び「持続可能な開発のための教育
（ESD）」の基本原理を理解する。
・「グローバル・シティズンシップ教育」の実践枠組みと特徴を理
解する。
・学校教育における実践を分析し、改善策を検討することができ
る。
・自らの視点でESD及び「グローバル・シティズンシップ教育」の実
践案を開発することができる。
・現職教員院生は、勤務校の実態に即した学校全体の教育計画を構
想することができる。

　グローバル化の進む現代社会において、国際バカロレア（ＩＢ）
教育が注目されている。文部科学省は、グローバル人材育成、カリ
キュラム改善、人材流動性の向上といった点からＩＢに着目し、高
等学校におけるＩＢ教育の導入や、大学におけるＩＢ受験を促進し
ている。本授業では、ＩＢの歴史、理念、教育内容、教育方法につ
いて概観する。また、ＩＢにおいてフィールドワークを行い、ＩＢ
の教育の参与観察や授業担当者との議論を行う。そして、ＩＢ教育
への理解を深め、日本の教育への活用について考えていく。

・ＩＢ教育の歴史と理念を理解できる。
・ＩＢ教育の教育内容や教育方法を理解できる。
・ＩＢ教育の実践から、その特徴や課題を理解できる。
・ＩＢ教育を日本の学校に導入する際のメリットや留意点につい
て、自分なりの考えを表明できる。
・現職教員院生は、ＩＢの理念に沿った授業設計をし、それを実践
することができる。

　臨床教育、教育方法・学習科学、国際教育といった視点から、現
代の学校教育の特色や課題を知る。そして、自己の問題意識がどこ
にあるのかを明確にして、「教職専門研修1」に向けた課題を設定す
る科目として位置付ける。さらに、課題解決に向けて、効果的な教
育実践を行うための「理論と実践の往還」の方法について検討す
る。また、インターネット検索の活用法、電子書籍の引用表記、論
文不正の種類など大学院で研究する際に必要となるアカデミックス
キルを身に付ける。コースが決定するまでは合同クラスで実施し、
その後は、コースや実習校を基礎に、研究者教員ごとにクラス編成
を行い、クラスごとの実施を基本とする。研究者教員が主に担当す
るが、実務家教員も必要に応じて指導に加わる。

・臨床教育、教育方法・学習科学、国際教育といった視点から、現
代の学校教育の特色や課題を知ることができる。
・「教職専門研修1」に向けた課題を設定することができる。
・大学院で研究する際に必要となるアカデミックスキルを身に付け
ることができる。

コ
ー

ス
共
通
科
目

コ
ー

ス
科
目

教育実践高度化演習１

IB教育の理論と実践

国
際
教
育
コ
ー

ス
科
目

コ
ー

ス
必
修
科
目

コ
ー

ス
科
目

グローバル・シティズン
シップ教育の構想と課題
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

　「教職専門研修1」の省察を行い、二年次の必修科目「教育実践高
度化演習４」で作成する「教育実践探究論文」を念頭に、自らの課
題を設定する。設定した課題について、「教職専門研修１」（「教
職専門研修１」の履修が免除となる現職教員院生は、実務の経験の
省察）を踏まえながら、課題解決のために適切な資料等を収集し、
「教職専門研修2」（現職教員院生は、「同３」「同４」）にむけ
て、理論を構築する科目として位置づける。さらに、研究者教員か
らの助言に基づき「教職専門研修2」（現職教員院生は、「同３」
「同４」）の自らの実習課題及び「研修計画」を設定する。コース
や実習校を基礎に、研究者教員ごとにクラス編成を行い、クラスご
との実施を基本とするが、必要に応じて合同クラスで実施する。ま
た、研究者教員が主に担当するが、実務家教員も必要に応じて指導
に加わる。

・「教職専門研修１」で実践した内容を的確に振り返り、報告書や
レポート等としてまとめ、他者に説明することができる。
・実習の反省等を踏まえながら、適切な「教育実践探究論文」の課
題設定ができる。
・自らの課題解決にむけて、適切な資料等を収集し、自らの理論を
構築することができる。
・「教職専門研修２」（現職教員院生は、「同３」「同４」）にむ
けて、「教職専門研修１」の実習課題を修正し、より改善された
「研修計画」を作成することができる。

　「教育実践高度化演習２」で立てた「教育実践探究論文」の課題
とその解決に向けた理論を「教職専門研修2」（現職教員院生は、
「同３」「同４」）において、どのような実践と結びつけて展開
し、それを検証していくのかを検討する科目として位置づける。
「教職専門研修2」と「教育実践高度化演習３」とで「理論と実践の
往還」を行う。自らの実践案の作成においては、研究者教員の助言
だけではなく、受講生が相互に発表や検討を繰り返すことによっ
て、内容を深めていく。研究者教員が主に担当するが、実務家教員
も必要に応じて指導に加わる。

・自らの課題解決にむけた理論にそって、高度な実践を計画するこ
とができる。
・自らの実践を省察し、深め、改善することができる。
・理論と実践の往還を実現するために、「教職専門研修２」（現職
教員院生は、「同３」「同４」）における実践について、適切な理
論を用いて検討をし、振り返ることができる。

　2年間における教職大学院での学びを総括し、「教職専門研修1」
「教職専門研修2」（現職教員院生は、「教職専門研修3」「教職専
門研修4」）の省察を行いながら、その成果を「教育実践探究論文」
の形式でまとめる科目と位置付ける。自らの課題について、自らの
実践理論に基づき、実践を分析し、改善する方策を明らかにしてい
く。最終的には、自らの省察した内容を「教育実践探究論文」とし
てまとめることを目指す。「教育実践高度化演習１」で編成したク
ラスを基本に、クラスごとの実施とするが、必要に応じて合同クラ
スで実施する。また、研究者教員が主に担当するが、実務家教員も
必要に応じて指導に加わる。

・「教職専門研修２」（現職教員院生は、「同３」「同４」）を踏
まえて、自らの課題及び実習計画を、適切な方法で振り返ることが
できる。
・自らの設定した研究課題について、「教育実践探究論文」として
まとめることができる。

コ
ー

ス
共
通
科
目

コ
ー

ス
科
目

教育実践高度化演習２

教育実践高度化演習３

教育実践高度化演習４
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

　「教職専門研修2」の省察を行う科目として位置づける。「教職専
門研修2」の期間中、大学院へ戻り実務家教員の指導のもと省察を行
う。自治体や附属校をもとに編成した実務家のクラスを基本にし
て、授業のみならず、生徒指導、校務など教員としての職務全般を
振り返り、実践の改善を図る。「教職専門研修2」が終了した後は、
実習において経験できなかったこと、表面的にしか経験できなかっ
たことで、教員として身に付けておいた方が良いと思われる事柄
（例えば、生徒会活動、教務、学校行事）などについて学ぶ。

・「教職専門研修１」の実践を「教職専門研修２」において高度化
することができる。
・実習を省察し、深め、改善することができる。
・校務全般の知識をもち、即戦力として現場で働ける能力を身につ
けることができる。

　学部新卒院生のみが履修できる科目として位置づける。「教職専
門研修2」において実施する授業を計画、立案するとともに、受講生
が互いの授業計画について、協働して改善する。また、実習での授
業の事例研究や授業研究を行い、省察する。このようにして、各教
科の実践的知識、実践的思考様式、実践的見識を培い、授業実践力
の向上をめざす。受講生の指導は、言語系、社会系、自然科学系、
芸術系のようなクラスでの実施を基本とするが、必要に応じて合同
クラスで実施する。

・教職専門研修2で実施する予定の授業や単元を協働して構想し、計
画することができる。
・教職専門研修2で実施した授業を省察し、改善することができる。
・教職専門研修2で実施した授業の事例研究を通して、自己の授業改
善に役立てることができる。
・教職専門研修2で実施した授業のデータをまとめ、成果と課題を見
いだすことができる。

　現在に至る教育改革は、地方分権、規制緩和を軸に国民社会の変
容に対応する公教育システムの転換を図るものとして展開されてき
ている。保護者や地域住民のニーズに応えるために、「開かれた学
校」「特色ある学校」の実現、「学校の自律性確立」が課題とさ
れ、学校経営を自律的に担うスクールリーダーの育成が求められて
いる。教育改革の意味するものを明らかにし、自律的学校経営を確
立するために必要な教育行政と学校経営の新たな関係を学校経営の
立場から考察する。

・教育改革の全体像について理解すること。
・教育行政制度の全体構造と改革課題について理解すること。
・学校経営の構造と改革課題について理解すること。
・学校の権限、責任の観点から、教育行政、学校経営の改革動向に
ついて考察し、自らの見解を示すことができること。

コ
ー

ス
共
通
科
目

コ
ー

ス
科
目

学校教育実践研究

授業開発研究

学校マネジメントの理論と
実際（単位互換科目）
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

　GIGAスクール構想が進展し、各校では児童・生徒に１台の端末が
実現することになった。タブレットや電子黒板を活用した教育へ
と、学校や授業を取り巻く情報環境は大きく変化している。教師は
授業だけではなく、学校の業務においてもICTを活用する力が強く求
められている。そこで本授業では、各教科の授業実践を高度化する
ためには、どのようにICTを活用することができるのか、学習者に
とって効果的な利用の方法は何か等について探究する。また、ICTを
活用することによって、校務がどのように効率化し、それが児童・
生徒の教育に還元されるのかを学ぶ。授業を踏まえて、受講生が選
択した学校種・教科において、具体的なICT活用による授業モデルを
開発し、相互批評によって、よりよい授業モデルへと改善し、ICTを
活用した授業実践能力を高めていくことを目指す。現職教員院生に
ついては、ICT活用とネットワーク環境との関係性をも視野に入れ、
より高度なICTの活用モデルを開発する。

・ICT及びICT教育の基本的事項を理解する。
・ICT教育の特質と限界について理解する。
・ICTを活用した優れた授業実践を分析し、ICTを用いることによ
り、どのような効果が生じているのか理解することができる。
・関連する実践事例を適切に分析、評価し、改善案を作成すること
ができる。
・自ら開発した授業モデル案の模擬授業を行い、相互批評すること
ができる。
・現職教員院生は、ICT活用とネットワーク環境との関係性をも視野
に入れた、より高度な校務支援モデルを開発する力量を獲得する。

　教師、学校、授業、児童生徒に関わる最新のトピックを取り上
げ、トピックに関する著名な研究者・実践者をゲストスピーカーと
して招聘し、テーマに関する内容の基本的事項を理解するととも
に、最新の状況に対して、教師には、どのような力が求められてい
るのかを探究する。講義を通して、自らがすぐれた実践者、または
ミドルリーダーとして学校現場で活躍するには、どのような資質・
能力を高度化する必要があるのかを検討していく。講義は、研究科
教員のうち1名が全体をコーディネートする。

・各トピックに関する基本的事項を理解することができる。
・自らのこれまでの経験や教師像を省察し、深め、改善することが
できる。
・ゲストスピーカーや先輩教員と意見交換することで、自らの問題
意識を鮮明にし、自己の学修課題を明確にすることができる。
・学習したトピックに関する実践をするための力量を高めることが
できる。
・現職教員院生は、講演の内容に関する実務の経験を省察し、現在
の勤務校で実践可能な方策を明らかにすることができる。

学校内外の連携による児童
生徒支援

　学校教育における諸々の問題や課題及び児童生徒の援助ニーズ
は、社会の変容に伴い多様化し多岐にわたり変化し続けている。こ
のような現況において個々の教師及び学校による支援のみでは自ず
と限界があり、教師同士、保護者、地域、専門家、関係機関との連
携、協働は必須である。そこで本授業では、学校心理学における
チーム援助の基本的考え方、枠組みや実践のあり方を中心に検討す
ると同時にシミュレーション演習によって実践力を高め、連携によ
る児童生徒支援の実践家、コーディネーターとして必要な力量の形
成を目指す。現職教員院生は、勤務地域の実態や勤務校での実践事
例に基づき、より改善されたチーム援助、学校内外の連携の検討を
行う。

コ
ー

ス
共
通
科
目

コ
ー

ス
科
目

学校におけるICT活用

実践教育特殊講義
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

学校内外の連携による児童
生徒支援

・学校内外の連携の必要性を理解する。
・心理教育的援助サービスの考え方、枠組みを理解する。
・コンサルテーション、スーパービジョンの異同を理解し、連携・
協働に活かせる実践的力量を獲得する。
・援助チームのコーディネーターとしての実践的力量を高める。
・現職教員院生は、勤務校の実態や実践事例を基にしたシミュレー
ションモデルを開発し、より実践的な力量を獲得する。

　人間をめぐる問題状況は「個人の病み」と「社会の病み」を交差
させる。「個人の病み」にかかわる現場は臨床実践の対象としてた
くさんある。心理相談、福祉援助、医療・看護、学校教育、臨床教
育等である。社会行動や相互作用の諸過程を分析する人間科学の方
法をもとにした対人援助の理論と方法は、逸脱行動への対応や問題
解決の臨床実践に「関係性」という射程をもって接近する。児童生
徒、保護者、教師等をめぐる教育臨床の課題が多様化・複雑化する
現在、このような対人援助の理論と方法を理解しなければ、問題の
本質を捉え、適切な支援の方法を見いだすことはできない。本授業
では、いじめ、ひきこもり、子ども虐待、ドメスティック・バイオ
レンス、薬物依存等の多様なアディクション、非行、自殺等を扱い
ながら、児童生徒をめぐる諸問題を関係性の病理として再構成し、
具体的な実践事例を検討しながら、問題の本質を理解するととも
に、適切な解決の方法を見いだすことを目指す。なお、現職教員院
生は、これまでの経験にもとづく事例の掘り下げの機会として位置
づける。

・児童生徒理解の基礎となる人間理解をめぐる方法を理解すること
ができる。
・人間科学の方法に基づく対人援助の理論と方法を理解することが
できる。
・教育実践の場における人間関係をめぐる諸課題の本質と解決方法
を、事例研究を通して理解することが
　できる。
・教育実践のもつ意義と役割を人間理解という視点から再構成・再
把握することができる。
・現職教員院生は、これまでの経験に基づき、対人援助の文脈で、
教育実践や学習支援について自己省察することのできる力を身につ
けることができる。

　2014年に障害者権利条約が批准され、インクルーシブ教育システ
ムの構築、障害者差別解消法による合理的配慮の提供の義務化の進
展、高等学校における通級による指導など、特別支援教育のあり方
は高度化かつ多様化している。本授業では、ニーズを見逃しがちな
未診断のケースから、不適切な指導等による二次障害が想定される
ケースまでを視野に、校内連携・学校間連携・多職種連携の実際と
課題を見据えて、主に通常の学級における特別支援教育の新しい展
開を探る。特に発達障害等に関する研究の最前線を踏まえながら、
多面的・多角的なアセスメントの方法、合理的配慮及びクラスワイ
ドな支援について、ケーススタディ等によりその実践的課題に迫
る。

・インクルーシブ教育システム及び特別支援教育に関する関係法令
とその背景・理念等について理解し、合理的配慮の提供等の必要性
について説明することができる。
・発達障害等に関する研究の成果に立脚しながら、多面的・多角的
なアセスメントとそれに基づくプランニングについて、事例に則し
て構想することができる。
・さまざまな支援の構築に必要となる、校内連携・学校間連携及び
多職種連携等による「チーム支援」を構想することができる。
・現職教員院生は、チーム支援等をコーディネートし、多様な専門
職や他機関等、地域のリソースを効果的に活用する力量の獲得を目
指す。

コ
ー

ス
共
通
科
目

コ
ー

ス
科
目

インクルーシブ教育システ
ムと特別支援教育の新展開

人間理解・対人援助の理論
と方法
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

　キャリア教育は、子どもや若者の社会的･職業的自立に向けて、一
人ひとりのキャリアを形成するために必要な能力や態度を育てるこ
とを通してキャリア発達を促す教育であり、発達段階に沿った計画
的・継続的な学習プログラムを基盤に、個別対応を重視したキャリ
ア・カウンセリングを活用して、体験的活動等を中心としたさまざ
まな教育活動の中で展開される。本授業では、キャリア教育とキャ
リア・カウンセリングについて体系的に解説した後、キャリア教育
のプログラム開発とキャリア・カウンセリング演習に取り組み、
キャリア教育を推進するための実践力を向上させる。現職教員院生
は、勤務校での実践事例を基礎にして、より実践的なキャリア教育
のプログラム開発に取り組む。

・学校教育における生徒指導・教育相談・進路指導に関連させて
キャリア教育の位置づけと機能が説明できる。
・キャリア・ガイダンスおよびキャリア・カウンセリングの歴史と
定義を踏まえて現代におけるキャリア教育の意義が説明できる。
・複数の担当者と役割分担し、互いに協働し合う教育実践のあり方
について理解し、その取組の要点が説明できる。
・キャリア発達を促進するキャリア教育プログラムを提案すること
ができる。
・キャリア発達を促進するキャリア・カウンセリングのスキルを活
用することができる。
・現職教員院生は、勤務校の実態やこれまでの実践を踏まえて、
キャリア教育のプログラム開発能力とキャリア・カウンセリングの
活用能力を向上させる。

　社会の急速なグローバル化に伴い、小中高のあらゆる段階におい
て教育の国際化は重要な課題となっている。本授業では、国際化に
おいて重要な役割を果たす国際交流プログラム（海外研修、留学生
受入、学校間交流、地域の多文化体験など、多様な形態を想定）の
開発・運営・評価を効果的に行うための力量形成を目指す。プログ
ラム開発においては、文化的多様性の受容と自文化中心主義の克服
を長期的目標とおきつつ、異文化間教育学や学習心理学の理論及び
異文化コミュニケーション・トレーニングの手法を参照しながら、
事例分析（現職教員院生については勤務校での事例）とプログラム
開発のグループ・ワークを通じて、実践力を養うことを目指す。

・国際交流プログラムの開発・運営・評価の一連の流れと理論的枠
組みを理解し、実践できる。
・異文化体験を通じた学びと成長に関する諸理論を理解し、実践へ
の応用を考察できる。
・各種国際交流プログラムについて、児童生徒の学びと成長を促す
仕組みという視点から分析・評価できる。
・現職教員院生は、勤務校における実践事例を適切に評価し、改善
への提案ができる。

学力の理論と評価の実際

　近年、知識・技能の習得に止まらず、思考力・判断力・表現力、
さらには、対話・協働する力や学び続ける態度の育成までもが、学
校に期待されるようになってきている。そうした状況において、学
校で育成すべきでかつ育成可能な資質・能力（学力）の中身を明確
化し、それを育成する指導と評価のあり方を探っていくことが求め
られる。本授業では、コンピテンシー・ベースとも呼ばれる近年の
教育改革の背景、資質・能力の中身を構造化する枠組み、アクティ
ブ・ラーニングなどの授業改善の視点、そして、パフォーマンス評
価などの新しい評価の方法について理解を深めるとともに、それら
をふまえた実践を構想する力の育成を目指す。現職教員院生につい
ては、勤務地域の実態や勤務校での実践事例にもとづき、より改善
された指導案や評価方法の開発を目指す。

コ
ー

ス
共
通
科
目

コ
ー

ス
科
目

国際交流プログラムデザイ
ンの理論と方法

キャリア教育の理論と実践
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

学力の理論と評価の実際

・資質・能力重視の教育改革の展開とその背景について理解する。
・学力や資質・能力の中身を構造化する枠組みについて理解する。
・資質・能力を育成する指導と評価の方法について理解する。
・自らの視点で資質・能力の育成につながりうる授業と評価を設計
し、実践する力量を伸ばす。
・現職教員院生は、勤務校の実態や実践事例に応じた、より高度な
授業と評価を設計する力量を伸ばす。

　地球規模のグローバル化が進む中で、日本社会では親の移動に
伴って来日した外国人児童生徒が増加している。外国人児童生徒の
在籍する学校が日本全国に及ぶ中、学校教員にも年少者日本語教育
に関わる知識を持つことが求められている。この授業では、外国人
児童生徒を対象とした教育の中でも特にことばに焦点を当てる。第
二言語の発達や母語保持に関わる基礎理論を学び、教科学習の実践
的モデル（教授法）の事例研究の検討を通して、実践者としての力
量形成をはかる。さらに、学校における学習支援体制や今日的課題
について認識を深める。

・外国人児童生徒の現状を認識し、問題意識を持つことができる。
・外国人児童生徒のことばの教育に関わる、基礎理論を理解するこ
とができる。
・外国人児童生徒を対象とした学習支援方法や評価方法について、
その特性を理解するとともに、実践へ
の応用を検討することができる。
・現職教員院生は、地域や勤務校の実態に応じた受け入れ体制や学
習支援方法を開発する力を獲得する。

　本授業では、過渡期にある日本の小学校英語教育分野でよりよい
授業を行うために必要となる知識とスキル全般の獲得をねらいとす
る。そのために、まず子どもの外国語習得のメカニズムを知り、学
習指導要領に定められた小学校英語教育のねらいを把握し、小学生
にふさわしい授業のあり方をさぐり実習（指導案作成、模擬授業）
を行う。小学校英語指導者に必要な英語力の向上も目指す。理論的
土台に基づいて現在行われている日本の小学校英語を評価する力を
身につけ、改善策（およびそれにリンクした中学校初期の指導）を
考える。現職教員院生は、小学校現場における校内研修のあり方に
ついても考え、プランを作成する。

・小学生の外国語習得の特徴とメカニズムについての研究成果をも
とに基本的な知識を得る。
・学習指導要領に定められた小学校外国語活動のねらいと指導法を
理解する。
・先進的な実践例を批判的に評価し、取り入れるべきところを取り
入れて指導案が作成できる。
・小学生の発達段階と状況に応じたベストの英語授業を実施するこ
とができる。
・授業案もしくは実際の授業の報告を行い、相互批評することがで
きる。
・現職教員院生は、職場での英語指導についての校内研修のあり方
を考案できる。

国語科内容開発研究

　本授業では、国語科の教材開発力と優れた授業実践力を身につけ
る。まず、国語科の基本的内容と原理、方法を理解する。必要に応
じて小学校、中学校、高等学校でのフィールドワークを実施するな
ど、授業実践の実例をもとに、より高度な教材開発や指導方法、学
力評価等の研究を行う。また、アクティブ・ラーニングや電子黒
板、タブレットなどの情報機器、さらには、複数教科で行う合科授
業などさまざまな先進的な教育についても開発研究を進める。そし
て、それらを生かした模擬授業を行い、より専門性の高い国語科教
員を育成することを目指す。

コ
ー

ス
共
通
科
目

コ
ー
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目

小学校英語教育実践研究

外国人児童生徒支援論
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2023年度以降　教職研究科　科目概要

科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

国語科内容開発研究

・国語科の基本的内容と原理が理解できる。
・国語科をめぐる先進的な動向を理解し、実践できる。
・フィールドワークなどを通して実例を適切に分析、評価し、改善
案を作成することができる。
・自ら開発した教材、授業モデル案の模擬授業を行い、相互批評す
ることができる。
・現職教員院生は、自らの授業実践を批判的に検証し、従前の授業
に固執することなく、より効果的で高度なものに再構築できる。

　本授業では、算数・数学科の教材開発力と優れた授業実践力を身
につける。まず、教科の基本的内容と原理、方法を理解する。必要
に応じて小学校、中学校、高等学校でのフィールドワークを実施す
るなど、授業実践の実例をもとにしながら、算数・数学科の授業を
改善し、より高度な教材開発や指導方法、学力評価の研究を行う。
また、アクティブ・ラーニングや電子黒板、タブレットなどの情報
機器、さらには複数教科で行う合科授業などさまざまな先進的な教
育についても開発研究を進める。そして、それらを生かした模擬授
業を行い、より専門性の高い算数・数学科教員を育成することを目
指す。

・算数・数学科の基本的内容と原理が理解できる。
・算数・数学科をめぐる最新の動向を理解し、実践できる。
・フィールドワークなどを通して実例を適切に分析、評価し、改善
案を作成することができる。
・自ら開発した教材、授業モデル案の模擬授業を行い、相互批評す
ることができる。
・現職教員院生は、自らの授業実践を批判的に検証し、従来の授業
に固執することなく、より効果的で高度なものに再構築できる。

　本授業では、社会科、地理歴史科、公民科の教材開発力と優れた
授業実践力を身につける。まず、それぞれの教科の基本的内容と原
理、方法を理解する。必要に応じて小学校、中学校、高等学校での
フィールドワークを実施するなど、授業実践の実例をもとに、より
高度な教材開発や指導方法、学力評価等の研究を行う。また、アク
ティブ・ラーニングや電子黒板、タブレットなどの情報機器、さら
には、複数教科で行う合科授業などさまざまな先進的な教育につい
ても開発研究を進める。そして、それらを生かした模擬授業を行
い、より専門性の高い社会科教員を育成することを目指す。

・社会科、地理歴史科、公民科の基本的内容と原理が理解できる。
・社会科、地理歴史科、公民科をめぐる先進的な動向を理解し、実
践できる。
・フィールドワークなどを通して実例を適切に分析、評価し、改善
案を作成することができる。
・自ら開発した教材、授業モデル案の模擬授業を行い、相互批評す
ることができる。
・現職教員院生は、自らの授業実践を批判的に検証し、従前の授業
に固執することなく、より効果的で高度なものに再構築できる。

英語科内容開発研究

　本授業では、学校外国語教育において優れた実践を行うために必
要となる、授業分析・評価のための手法、理論的土台を身につけ、
小学校、中学校、高等学校の英語授業を改善し、より高度な実践を
開発するための力量形成を目指す。英語で教える英語授業と母語を
戦略的に適宜活用する方法や教科内容を含めるＣＬＩＬ型実践への
考え方など、最近の話題の理解や学校種間連携の視点も踏まえなが
ら、自己の授業構成能力、授業実践能力を高めていくことを目指
す。現職教員院生は、１授業時間の授業力にとどまらず、学年、
３ヶ年の見通しの中での授業改善や同僚との授業改善につながる手
法を獲得する。

コ
ー

ス
共
通
科
目

コ
ー

ス
科
目

社会科内容開発研究

算数・数学科内容開発研究
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科目名称
（各科目上段）科目概要
（各科目下段）到達目標

科目
区分

英語科内容開発研究

・英語科の基本的内容と原理が理解できる。
・英語科をめぐる最新の動向を理解できる。
・英語科の授業を分析、評価、改善するための基本的方法が理解で
きる。
・実践事例を適切に分析、評価し、改善案を作成（実施）すること
ができる。
・授業改善モデル案もしくは実際の授業の報告を行い、相互批評す
ることができる。
・現職教員院生は、１授業時間の授業力にとどまらず、学年、３ヶ
年の見通しの中での授業改善や同僚との授業改善につながる手法が
獲得できる。

　本授業では、理科の教材開発力と優れた授業実践力を身につけ
る。まず、教科の基本的内容と原理、方法を理解する。必要に応じ
て小学校、中学校、高等学校でのフィールドワークを実施するな
ど、授業実践の実例をもとにしながら、理科の授業を改善し、より
高度な教材開発や指導方法、学力評価の研究を行う。また、アク
ティブ・ラーニングや電子黒板、タブレットなどの情報機器、さら
には複数教科で行う合科授業などさまざまな先進的な教育について
も開発研究を進める。そして、それらを生かした模擬授業を行い、
より専門性の高い理科教員を育成することを目指す。

・理科の基本的内容と原理が理解できる。
・理科をめぐる最新の動向を理解し、実践できる。
・フィールドワークなどを通して実例を適切に分析、評価し、改善
案を作成することができる。
・自ら開発した授業モデル案の模擬授業を行い、相互批評すること
ができる。
・現職教員院生は、勤務校の実態や実践事例に応じた、より高度な
授業モデルやモデルを活性化させる「実験」を開発する力量が獲得
できる。

　本授業では、保健体育科の教材開発力と優れた授業実践力を身に
つける。まず、教科の基本的内容と原理、方法を理解する。必要に
応じて小学校、中学校、高等学校でのフィールドワークを実施する
など、授業実践の実例をもとにしながら、保健体育科の授業を改善
し、より高度な教材開発や指導方法、学力評価の研究を行う。ま
た、アクティブ・ラーニングや電子黒板、タブレットなどの情報機
器、さらには複数教科で行う合科授業などさまざまな先進的な教育
についても開発研究を進める。そして、それらを生かした模擬授業
を行い、より専門性の高い保健体育科教員を育成することを目指
す。

・保健体育科の基本的内容と原理が理解できる。
・保健体育科をめぐる最新の動向を理解し、実践できる。
・フィールドワークでの連携校での実例を適切に分析、評価し、改
善案を作成することができる。
・自ら開発した授業モデル案の模擬授業を行い、相互批評すること
ができる。
・現職教員院生は、自らの授業実践を批判的に検証し、従来の授業
に固執することなく、より効果的で高度なものに再構築できる。

道徳科内容開発研究

　道徳教育は、道徳科を要として学校教育活動全体で行われるもの
である。本授業では人間（ホモサピエンス）の道徳性の起源を探
り、日本の道徳教育の歴史、学習指導要領の変遷、道徳教育のさま
ざまな理論について扱う。とりわけ、道徳科においてどのように授
業を展開するのかに焦点を当て、多様な教材を用いて実際に授業の
展開を考案し、その実践可能性について考察する。また児童生徒の
実態に応じた独自教材の作成についても扱う。

コ
ー

ス
共
通
科
目

コ
ー

ス
科
目

理科内容開発研究

保健体育科内容開発研究
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コ
ー

ス
科
目

道徳科内容開発研究

・人間が生来的に有している道徳性の特質とその問題点について理
解する。
・日本の道徳教育の歴史的な背景、ならびに学習指導要領の構造に
ついて理解する。
・道徳科の授業を計画し、指導案に基づいて授業をすることができ
る。
・現職教員院生は、上記に加えて、自らが実践した道徳の指導案な
どを参考に、その実践をよりよいものに改善し、実践できるように
なる。

コ
ー

ス
共
通
科
目
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